
具体的な 内容 ページ番号 は各分野の政策・ 施策の該当ページを表示し ています。

重点戦略 ❻ 誰もが個性と 能力を発揮し ながら 、
心豊かに暮らせる社会の実現

新潟市は、 区自治協議会や地域コ ミ ュ ニティ 協議会＊1を基盤と し た住民主体の地域づく り が盛んに進めら れ

ており 、 大都市であり ながら も 充実し た地域の力を備えています。

人口減少や少子高齢化が進行するなか、 こ う し た地域の力を活かし た住民自治は重要性を増し ており 、 その

担い手の育成・ 確保が大き な課題になり ます。 子ども や若者も 含めた多様な市民による地域活動への参加を促

進するなど、 新潟市の充実し た地域力を持続さ せていく こ と が重要です。

また、 高齢化の進展に加え、「 8 0 5 0 問題＊2」 や「 ダブルケア＊3」 などの複合化・ 複雑化する問題や、 介護・

障がいなど分野ごと の支援だけでは対応で きない制度の狭間の問題も 生じ ています。 価値観や生活様式が多様

化する中、 様々な背景を持っ た人々が地域で安心し て暮ら せるよう 、 こ れから の時代においては、 多様性を認

め合いながら 、 住民や多様な主体が参画し 、 人と 人、 人と 社会が世代や分野を超えてつながるこ と が大切です。

一人一人の暮ら し と 生き がい、 地域を共に創り 、 誰も が役割をも っ て活躍できる 「 地域共生社会」 の実現が求

めら れています。

そこ で、 新潟市の住民自治の力を 土台に、 地域コ ミ ュ ニティ 協議会やN PO＊4、 民間企業など多様な主体が

連携し て地域住民の抱える課題を 主体的に把握し 解決を 試みる環境づく り を 進めると と も に、 障がいや介護、

子育てなどに関する様々な機関が協働し 包括的に支援する重層的支援＊5体制を構築し ます。

また、 市民がいつまでも 元気でいきいきと 暮ら せるよう 、 文化やスポーツの一層の振興を図ると と も に、 一

人一人の健康づく り を推進し ます。 多様性を認め合い、 誰も が自分ら し く 個性と 能力を発揮し ながら 、 心豊か

に暮ら せる社会を実現し ます。

戦略展開の方向

○住民自治の基盤と なる 地域団体と し て、 地域住民が

主体と なり 様々な取組を 行う 自治会・ 町内会や地域

コ ミ ュ ニティ 協議会の活動と 団体運営を支援し ます。

○自治会・ 町内会や地域コ ミ ュ ニティ 協議会だけでな

く 、 活動範囲を問わず公益活動を行う N POなども 含

めた各種市民団体に対し 、 課題解決や地域の魅力向

上などに向けた活動を支援し ます。

地域団体・ 市民団体の活動支援 P 1 1 3

○様々な分野の市民公益活動の支援などを 通じ 、 地域

で活躍できる人材の育成・ 確保を推進し ます。

○小・ 中学校を はじ めと する 各種学校による 地域活動

参加を 促進し 、 子ども や若者の地域への関心と 愛着

を深め、 将来の担い手育成につなげます。

○担い手不足に悩む団体と 、 それを 支援でき る 人材や

民間事業者、 各種学校などのマッ チングを行います。

活動の担い手育成・ 確保 P 1 1 3

＊1  市民と 市が協働し て、 地域のまちづく り やその他の諸課題に取り 組み市民自治の推進を図るため、 おおむね小学校区を基本単位と し て、 自治会・

町内会を中心に様々な団体等で構成さ れた組織のこ と 。

＊2  8 0 歳代の親が、 ひきこ も り などにより 5 0 歳代の子ども の生活を支えるこ と 。

＊3  子育てと 親や親族の介護が同時期に発生する状態のこ と 。

＊4  N on P ro f it Org a n iza tionの略。 非営利組織。 政府・ 自治体や私企業と は独立し た存在と し て ， 市民が主体と なっ て社会的な公益活動を行う 組

織・ 団体。

＊5  複雑化・ 複合化し た支援ニーズに対応する包括的な支援のこ と 。
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○活動の継続性など 運営面に課題のある 地域団体が、

活動内容の検討や運営体制の整備など、 地域経営
＊1

力強化に向け自ら 行う 取組を支援し ます。

○コ ミ ュ ニティ ビ ジネス＊2など、 様々な団体の協働に

よ り 地域課題の解決と 参加団体の活動財源確保を 図

る取組を促進し ます。

○多世代交流の視点を 取り 入れた活動を 支援するこ と

で、 子ども や若者の地域活動への参加を促進し ます。

持続可能なコ ミ ュ ニティ づく り P 1 1 3

○介護サービ ス需要は増加し 、 多様化し ている ため、

住み慣れた地域での暮ら し を 地域全体で支える ため

の土台と し て、 既存施設等を 活用し ながら 、 地域密

着型を 中心と し たき め細かな基盤整備を 進める と と

も に、 サービスの質の確保に努めます。 　

○現役世代が減少する 中においても 、 介護現場が地域

における介護ニーズに応え、 職員がやり がいを 持っ

て働き 続けら れる 環境づく り を 進めるため、 介護と

いう 仕事の魅力発信に取り 組むと と も に、 デジタ ル

技術の導入による 業務の効率化を 推進する など介護

分野で働く 人材の確保・ 定着を支援し ます。

介護サービ スの充実と 生活基盤整備 P 1 4 7

○市民が疾病等を 抱えても 住み慣れた地域で安心し て

暮ら し 続けら れる よ う 、 地域の医療・ 介護の多職種

連携を図り 、 在宅医療・ 介護連携を推進し ます。

○在宅医療を 担う 医師や看護師などの人材確保や、 人

生の最終段階における医療、 看取り 等への市民の理

解を深めるための普及啓発に取り 組みます。

在宅医療・ 介護連携の推進 P 1 4 7

○地域で自立し た生活を 送れるよ う 、 権利擁護のため

の専門相談や、 成年後見制度＊4 の利用促進を 行いま

す。 障がい者虐待や障がいを 理由と する 差別につい

ては専門の相談員が対応にあたり 、 早期解決を 図り

ます。

○障がいの有無にかかわら ず地域の一員と し て文化・

スポーツなどの社会活動へ気軽に参加でき る機会を

創出し ます。

障がいのある人の社会参加の推進 P 1 1 5

在宅医療の様子

○市民一人一人の、 食生活や運動など生活習慣の見直

し を 促進し 、 生活習慣病の発症を 予防し ます。 併せ

て、 特定健診やがん検診、 歯科健診の定期的な受診

を 勧めるこ と で、 生活習慣病の早期発見、 疾病の早

期治療につなげます。

全ての市民の健康づく り の推進 P 1 4 3

○民間事業者によ る、 従業員の健康保持・ 増進にかか

る 取組を 促進し 、 働き 盛り 世代の健康づく り を 推進

するこ と で、 従業員の活力向上や生産性の向上、 企

業等の価値を 高める と と も に、 医療費の適正化につ

なげます。

企業・ 団体と 連携し た健康増進 P 1 4 3

○健康と 要介護状態の中間である フ レ イ ル＊3 を 予防す

る ため、 フ レ イ ルチェ ッ ク により 高齢者の健康寿命

の延伸を 図る と と も に、 実施にあたっ ては地域住民

に協力いただく こ と で、 協力者自身の介護予防にも

つなげます。

○高齢者が地域の中で生き がいを 持ちながら 役割を 果

たせる環境づく り を進めるため、「 地域の茶の間」 を

はじ めと し た住民主体で支え合う 地域づく り の支援

を行います。

介護予防・ 健康づく り ・ 社会参加

の推進
P 1 4 7

○支え合いのし く みづく り に向け、 多様な地域資源と

連携し 、 その活動に対し 支援し ながら 、 地域での見

守り 体制の充実を図り ます。

○認知症の人ができ る 限り 住み慣れた地域で自分ら し

く 暮ら し 続ける こ と ができ る 社会の実現を 目指し 、

認知症施策を推進し ます。

地域での支え合い・ 認知症施策の

推進
P 1 4 7

＊1  地域の課題解決や魅力向上などの目的達成に向け、 多様な主体が連携し さ まざまな地域資源を活用し ながら 、 持続可能な方法で取り 組むこ と 。

＊2  一人暮ら し 高齢者へ配食サービスを提供し ながら 見守り も 行う など、 市民が主体と なり 様々な地域課題の解決にビジネスの手法で取り 組むも の。

＊3  加齢に伴う 予備能力低下のため、 スト レ スに対する回復力が低下し た状態のこ と 。 要介護状態に至る前段階と し て位置付けら れる。

＊4  判断能力が十分でない方が契約や財産管理で不利益を被ら ないよう 支援する制度のこ と 。
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政 策 指 標

地域活動に参加し た経験のある市民の割合

現状値
中間目標

令和8（ 2 0 2 6 ）年度

最終目標

令和1 2（ 2 0 3 0 ）年度

3 6 .0 %
（ 令和4 年度）

4 4 .0 ％
（ 令和8 年度）

5 0 .0 ％
（ 令和1 2 年度）

住み慣れた地域で安心し て暮ら し 続けるこ と が
できると 思う 高齢者の割合

現状値
中間目標

令和8（ 2 0 2 6 ）年度

最終目標

令和1 2（ 2 0 3 0 ）年度

7 9 .3 ％
（ 令和4 年度）

8 0 .0 ％
（ 令和8 年度）

8 0 .0 ％
（ 令和1 2 年度）

○障がいのある人が重度化・ 高齢化し ても 、 安心し て

地域での生活ができ る よう 、 必要な障がい福祉サー

ビ スや相談を 受けら れる体制を 整備すると と も に質

の向上に努めます。

〇医療的ケアが必要な人や強度行動障がい＊1のある 人

など、 特別な支援を 必要と する 人への支援技術、 知

識を 持っ た人材の育成やサービ ス基盤の充実に努め

ます。

○障がいのある人が安心し て医療を 受けら れる よ う 支

援を行う と と も に、 医療機関と の連携に努めます。

地域生活の支援体制の充実 P 1 4 8

○固定的な性別役割分担意識やアン コ ン シャ ス・ バイ

アス（ 無意識の思い込み）
＊3

の解消に向け、 意識啓

発と 理解促進に取り 組みます。

○様々な悩みや不安に関する 相談事業を 行い、 性別に

と ら われず自分ら し く 生きるこ と を支援し ます。

男女共同参画の理解の促進 P 1 1 4

○就職を 希望する 障がいのある 人へ相談から 定着まで

の伴走型支援を 行う と と も に、 労働局など関係機関

と 連携し 障がい者雇用企業の拡大に取り 組みます。

○就職が難し い障がいのある 人に対応し た就労の場の

確保や、 福祉施設の工賃増額への取組を促進し ます。

雇用促進と 就労支援の充実 P 1 4 8

○医療機関や学校を 含め、 様々な関係機関や地域人材

が有機的に連携し ながら 、 子育てを 重層的に支援し

ます。

○多様な家族形態がある こ と を 前提に、 地域の様々な

人や団体が、 子ども と 子育て家庭への支援に参画で

き る よう 、 地域における 子ども たち の見守り と 情報

提供を継続すると と も に、フ ァ ミ リ ー・ サポート ・ セ

ンタ ー＊2による子育て家庭への支援等を推進し ます。

地域と 連携し た子育て支援 P 1 3 3

○子ども は社会の宝であると いう 認識のも と 、 地域や

民間事業者と の協働によ り 、 社会全体が子育てに関

心を 持ち、 応援する 機運の醸成を 図る こ と によ り 、

子育ての社会化（ 子育てに社会全体で取り 組むこ と ）

を推進し ます。

社会全体で子育てを 応援する 機運

の醸成
P 1 3 3

○多言語ややさ し い日本語＊4 によ る 生活情報などを 発

信すると と も に日本語学習を支援し ます。

○日本人も 外国人も 様々な国の文化に触れら れ、 相互

理解を深めら れる取組を推進し ます。

○国籍を 問わず、 住民同士のコ ミ ュ ニケーショ ンを 円

滑にするための機会を創出し ます。

外国籍市民にも 暮ら し やすい

環境づく り
P 1 1 6

○子ど も から 高齢者まで障がいの有無にかかわら ず、

誰も が生涯にわたっ て、 スポーツ・ レ ク リ エーショ

ン を 通じ て、 健康で豊かな生活を 営むこ と ができ る

取組を推進し ます。

○気軽にスポーツ に親し みながら 体力の向上や運動の

習慣化に取り 組んでも ら えるよ う 、 大会の運営や各

種スポーツ教室の開催などに、 ト ッ プアスリ ート や

関係団体と も 連携し ながら 取り 組みます。

誰も が参加でき る スポーツ の

機会創出
P 1 2 5

○市民が文化芸術に気軽に鑑賞・ 体験・ 創作・ 発表で

き る機会を充実さ せます。

○関係団体と 連携し て、 市民によ る主体的な文化芸術

活動を促進し ます。

市民が文化芸術に親し む機会の創出 P 1 2 1

＊1  直接的他害（ 噛み付き、 頭突き 等） や、 間接的他害（ 睡眠の乱れ、 同一性の保持等）、 自傷行為等が通常考えら れない頻度と 形式で出現し 、 様々

な養育上の努力はし ていても 、 行動面の問題が継続し ている状態のこ と 。

＊2  地域の中で子育てを支え合う 子育て支援のこ と 。 子ども に関する援助を受けたい人と 援助を行いたい人がそれぞれ会員と し て登録し 、 マッ チング

相互援助活動の連絡・ 調整を行う 事業などを行う も の。

＊3  誰も が潜在的に持っ ている思い込みのこ と 。 育つ環境、 所属する集団の中で無意識のう ちに脳にき ざみこ まれ、 既成概念、 固定観念と なっ ていく 。

＊4  日本語を母語と し ない人などにも 伝わるよう に、 難し い言葉や表現を調整し たわかり やすい日本語のこ と 。

指標の定義や目標設定の考え方をP2 6 5 ～2 7 8 に記載し ています。
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具体的な 内容 ページ番号 は各分野の政策・ 施策の該当ページを表示し ています。

重点戦略 ❼ 子どもと 子育てにやさし いまちづく り と
新潟の将来を担う 人材の育成

活力あふれる新潟市であるためには、「 子ども は社会の宝である」 と いう 認識を 社会全体で共有し、 子ども

と 子育てにやさ し いまちづく り を進めるこ と が重要です。  

そのため、 家族形態の多様化を踏まえながら 、 希望する人が安心し て子ども を産み育てら れるよう 、 出会い

から 子育てにかけてラ イ フ ステージに応じ た切れ目ない支援を行う と と も に、 子ども と 子育てを支える関係機

関や団体と の連携のも と 、 温も り のある支援を行います。

また、 子育てと 教育を連携さ せ、 一人一人の子ども の最善の利益と 権利保障を第一に考えながら 施策を推進

するほか、 地域や企業を はじ め社会全体で子育てを応援する機運を醸成するこ と で、 子ども たちが笑顔で健や

かに育つ、 子ども と 子育てにやさ し い新潟市を実現し ます。  

そし て、 新潟市が持続的に発展するためには、 将来を担う 人材の育成が欠かせません。 そのため、 子ども た

ちが地域への誇り と 愛着をも てるよう 、 学校や地域が一体と なっ てその魅力を知り 、 誇り に思う 心を育む取組

を進めます。 また、 子ども たちの育ちと 市民の生涯にわたる学びを支えるこ と で 、 学びを生かし たり 他者と 協

働し たり し ながら 、 課題解決や自己実現に向けて様々なこ と に挑戦し 続けるなど 、 こ れから の社会をたく まし

く 生き抜く 力を育成し ます。

こ れから の社会の変化を 前向き にと ら え、 主体的に物事を 成し 遂げるこ と ができ る 人材の育成に学・ 社・

民
＊1が一体と なっ て取り 組んでいきます。

戦略展開の方向

○若者が早い時期から 将来の結婚や子育てのイ メ ージ

を 持ち、 妊娠・ 出産の適齢期を 見据えたラ イ フ デザ

イ ンを考えら れる機会を創出し ます。

○民間事業者と 連携し た出会いの場の創出や、 地域を

挙げて結婚を 応援する機運の醸成を 図るなど、 結婚

を 望む人の希望を かなえら れる 環境づく り を 推進し

ます。

○結婚に伴う 不安の解消と 経済的な負担の軽減を 図る

ため、 結婚およびその後の新生活への支援に取り 組

みます。

出会い・ 結婚に対する支援 P 1 3 1

○全ての妊産婦が安心し て子ども を 産み育てら れる よ

う 、 新潟市の特色を 活かし 、 妊娠・ 子育てほっ と ス

テ ーシ ョ ン を 中心に、 地域の中で 一人一人に寄り

添っ た相談体制の構築を 進めるほか、 SN S＊2やアプ

リ の活用等、 デジタ ル技術を 活用し 、 必要な人に的

確に届く よ う 、 効果的で分かり やすい子育て情報の

発信を行います。

○妊娠・ 出産期の幸福感を 高め、 希望する 子ども の人

数を 実現でき る よ う 、 産前・ 産後のケア を 強化し 、

保護者同士や専門機関などと のつながり を 促進する

こ と で、 孤独の解消と 子育てに関する正し い理解が

深まるよう 支援し ます。

○妊娠・ 出産・ 子育ての各ラ イ フ ステージに応じ た経

済的負担を 軽減する ため、 妊産婦や子ども に対する

医療費の助成等、 それぞれのニーズに応じ た支援に

取り 組みます。

妊娠・ 出産・ 子育て期の

包括的な支援
P 1 3 1

リ ズム遊びをする園児たちの様子

＊1  「 学」 は学校、「 社」 は公民館や図書館などの社会教育施設、「 民」 は地域住民、 家庭、 地域の団体や企業のこ と 。

＊2  Soc ia l N e tw ork in g  Se rv iceの略。 イ ンタ ーネッ ト を通じ て、 社会的なネッ ト ワーク の構築を支援するサービス。
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○全ての子ども が豊かな子ども 期を 過ごすこ と ができ

る よ う 、 新潟市子ども 条例の趣旨を、 権利の主体で

ある 子ども たち のほか、 幅広い市民に普及・ 啓発し

ます。

○子ども の権利が侵害さ れたと き に適切に対応でき る

支援体制の構築や、 子ども の意見を 市政に反映さ せ

る取組を進めます。

子ども が有する固有の権利の保障 P 1 3 1

○防犯に対する意識の啓発や、 地域において防犯活動

に取り 組む防犯ボラ ン ティ ア団体等への支援を 行う

など、 防犯意識の高いひと づく り に取り 組みます。

○防犯力の高い地域社会を 作っ ていく ため、 住民等が

日常生活の中においても 、 常に防犯の視点を 持っ て

子ども や高齢者の見守り ができ る よう な仕組みづく

り を推進し ます。

地域の防犯啓発活動の推進 P 1 7 7

子育て支援団体の活動を楽し む様子

○良好な教育・ 保育環境の確保に向け、 施設の適正配

置や人材の確保を 進めると と も に、 多様な保育・ 子

育て支援ニーズに対応し 、 必要な方が適切なサービ

スを受けら れるよう 支援に取り 組みます。

○連携拠点園を 中心に、 幼児教育・ 保育施設等関係者

の連携を 強化するほか、 デジタ ル技術を 活用する な

ど、 現場の負担軽減と 働き やすい職場づく り を進め、

市全体の教育・ 保育の質の確保・ 向上に取り 組みま

す。

良好な教育・ 保育環境の確保と 質

の向上
P 1 3 1

○就労等によ り 昼間に保護者が家庭にいない児童に対

し 、 適切な遊びや生活の場を 提供する ため、 放課後

児童ク ラ ブの整備や狭あい化の解消、 学校や児童館

等と の連携を強化し ます。

○子ども たち が安心し て過ごせる居場所を 確保するた

め、 既存施設を 活用し 、 地域と の連携を 図り ながら

児童館等を運営し ていきます。

○地域団体等が運営する 子ども 食堂について、 地域の

核と し て子ども を 含めた多世代が交流し 、 安心し て

過ごせる居場所と なるよう 、 必要な支援を行います。

子ども が安心し て過ごせる 居場所

づく り
P 1 3 2

○障がいや発達に心配のある 子ども が安心し て幼児教

育・ 保育施設などを 利用するこ と ができ る 体制を 構

築すると と も に、 障がい福祉サービ スの充実に努め

るなど、 地域で支援が受けら れる環境を整備し ます。

○乳幼児健康診査などの機会を 捉え、 障がいの早期の

気づき に努める と と も に、 適切に相談支援や療育に

つなぐ こ と で子ども の健やかな育ちを支えます。

○医療的ケア児＊1と その家族が、 必要と する支援を 適

切に受けら れる よう 、 関係機関と 連携し ていく と と

も に、 幼児教育・ 保育施設に看護師を配置するなど、

支援の体制整備を推進し ます。

配慮が必要な子ども や家族への支援 P 1 3 2

○仕事と 子育ての両立のため、 企業等への啓発や支援

を 進める ほか、 男性の家事や育児への参画を 促進す

る など、 産業・ 交流や市民活躍など他の分野の施策

と 一体的に推進し ます。  

○子ども は社会の宝であると いう 認識のも と 、 地域や

民間事業者と の協働により 、 社会全体が子育てに関

心を 持ち、 応援する 機運の醸成を 図る こ と によ り 、

子育ての社会化（ 子育てに社会全体で取り 組むこ と ）

を推進し ます。

社会全体で子育てを 応援する 機運

の醸成
P 1 3 3

＊1  日常生活および社会生活を営むために日常的に医療的ケアが必要な児童のこ と 。
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○目的意識や課題意識を 大切にし ながら 、 主体的・ 対

話的で深い学びによ る授業改善によ り 、 資質・ 能力

（ 知識・ 技能、 思考力・ 判断力・ 表現力、 人間性等）

を育みます。

○学校の特色や地域の実情を 踏まえつつ、 発達段階に

ふさ わし いキャ リ ア 教育＊1 を 推進し ます。 そし て、

将来にわた っ て 地域への誇り と 愛着を も ち、 社会

的・ 職業的に自立し 、 集団や社会で様々な人と かか

わり 、 自分の役割を 果たし ながら 自分ら し く 生き る

資質・ 能力を育みます。

○アグリ ・ スタ ディ ・ プログラ ム＊2の推進などにより 、

持続可能な社会の実現に向け、 より よ く 問題を 解決

する 力を 養う と と も に、 豊かな食の恵みに感謝し 、

いのちや人の絆を大切にする心を育みます。

○外国語教育・ 国際理解教育を 充実する 取組によ り 、

コ ミ ュ ニケーショ ン 能力を 養う と と も に、 諸外国の

人々と 理解し 合い、 共に生き ていく 資質・ 能力を 育

みます。

○ICT＊3 機器の積極的な活用と と も に、 適切な使用に

も 配慮し ながら 、 指導方法・ 指導体制の工夫改善を

図り 、 グロ ーバルな視点を 踏まえた持続可能な社会

を 築く ための実践力やプロ グラ ミ ン グ的思考＊4を 育

みます。

自己実現し ていく 力の育成 P 1 3 7

○自他を 尊重する 心豊かな人間性・ 社会性を 身に付け

ると と も に、 善悪の判断などの社会のルールを守り 、

自信と 誇り を も っ て生き るこ と ができ る 力を 育みま

す。

○一人一人の成長を 促す生活指導に取り 組み、 めあて

を も ち、 自己決定し 、 自主的に行動する 自律性と 、

互いに認め合い、 支え合い、 高め合う 社会性を 育み

ます。

○いじ めや不登校等において、 予防的な指導や、 悩み

や問題を 抱える児童生徒一人一人に対応する課題解

決的な指導に、 他の機関などと 連携し ながら 組織的

に取り 組みます。

○生涯にわたっ て心身共に健康に生き 抜く 力を 育むた

め、 自ら の健康に関心を も ち、 健康の増進、 病気の

予防など、 健やかに生き る ための主体的な健康づく

り ができ る よ う 支援する と と も に、 家庭と 連携し た

食に関する指導を推進し ます。 　 　

○共生社会
＊5 の実現を 目指すイ ンク ルーシブ教育シス

テム＊6の構築に向けて、 就学時から 社会参加まで切

れ目のない支援を 充実し 、 一人一人のニーズと 課題

に対応し た特別支援教育を推進し ます。

豊かな心と 健やかな身体の育成 P 1 3 7

○次代を 担う 子ども たちの豊かな感性や創造力を 育む

ため、 文化芸術を 鑑賞・ 体験する機会を 充実さ せま

す。

○文化施設の専門性を 活かし 、 子ども たちの表現力を

高めていきます。

文化芸術の鑑賞・ 体験機会の創出 P 1 2 1

ICT機器を活用し た授業の様子

○子ど も から 高齢者まで障がいの有無にかかわら ず、

誰も が生涯にわたっ て、 スポーツ・ レ ク リ エーショ

ン を 通じ て、 健康で豊かな生活を 営むこ と ができ る

取組を推進し ます。

誰も が参加でき る スポーツ の機会

創出
P 1 2 5

＊1  一人一人の社会的・ 職業的自立に向け、 必要な基盤と なる能力や態度を育てるこ と を通し て、 キャ リ ア発達を促す教育のこ と 。

＊2  田園型政令市・ 新潟の特徴を活かし た農業体験学習のこ と 。 各教科等の学習を深化・ 補完し 、 生き る力を育むと と も に、 新潟の食と 農や地域の魅

力を学ぶ等、 特徴的な取組。

＊3  In fo rma tion  a nd  Commun ica tion  Techno log y（ 情報通信技術） の略。

＊4  自分が意図する一連の活動を実現するために、 どのよう な動きの組み合わせが必要であり 、 一つ一つの動き に対応し た記号を、 どのよう に組み合

わせたら いいのか、 記号の組み合わせをどのよう に改善し ていけば、 より 意図し た活動に近づく のか、 と いっ たこ と を論理的に考えていく こ と 。

＊5  誰も が相互に人格と 個性を尊重し 支え合い、 人々の多様な在り 方を相互に認め合える全員参加型の社会のこ と 。

＊6  共生社会の形成に向けて、 障がいのある子ども と 障がいのない子ども が共に学ぶ仕組みであり 、 自己の生活する地域において初等中等教育の機会

が与えら れ、 個人に必要な「 合理的配慮」 が提供さ れるこ と 。
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政 策 指 標

夫婦が実際にも つ予定の子ども の人数

現状値
中間目標

令和8（ 2 0 2 6 ）年度

最終目標

令和1 2（ 2 0 3 0 ）年度

2 .2 1 人
（ 令和4 年度）

2 .2 4 人
（ 令和8 年度）

2 .2 7 人
（ 令和1 2 年度）

地域や社会を よく する ために何を すべき かを 考える
こ と があると 回答し た児童生徒の割合

現状値
中間目標

令和8（ 2 0 2 6 ）年度

最終目標

令和1 2（ 2 0 3 0 ）年度

小6 　 5 9 .3 ％
中3 　 4 6 .9 ％

（ 令和4 年度）

小6 　 6 4 .0 ％
中3 　 5 2 .0 ％

（ 令和8 年度）

小6 　 6 9 .0 ％
中3 　 5 7 .0 ％

（ 令和1 2 年度）

○教職員が自ら 学び続け、 高い専門性と 豊かな人間性

を伸長できるよう な研修プログラ ムを実施し ます。

○教職員が生き 生き と 子ども たちと 向き 合う ため、 学

校と 保護者・ 地域が一体と なっ た働き 方改革を 推進

する こ と によ り 、 働き やすい職場づく り を 目指すと

と も に、 心身の健康の保持増進へのき め細かな支援

を 充実さ せます。 さ ら には、 子ども の学びを し っ か

り と 把握し ていく ための学習環境の改善を図り ます。

将来にわたっ て望まし い

教育環境の提供
P 1 3 8

○あら ゆる 世代の主体的な学習活動を 推進する ため、

高等教育機関および企業と 連携し ながら 、 時代や社

会の変化なら びに学習ニーズに応じ た多様な学習機

会の提供を効果的に進めます。

○地域課題学習を通し て地域活動を担う 人材を育成し、

地域が抱える 課題の解決を 支援するなど、 学習成果

を 人づく り や地域づく り に生かす循環型生涯学習
＊1

を推進し ます。

循環型生涯学習の推進 P 1 3 8

○小・ 中学校を はじ めと する各種学校による 地域活動

参加を 促進し 、 子ども や若者の地域への関心と 愛着

を深め、 将来の担い手育成につなげます。

活動の担い手育成・ 確保 P 1 1 3

○「 地域と と も にある 学校」 を 目指し 、 学校と 地域が

共通の目標を も っ て、 学校と 社会教育施設、 家庭、

地域を つなぐ ネッ ト ワーク づく り を さ ら に進め、 子

ども の豊かな成長を 支える 協働事業を 一層推進し ま

す。

○地域コ ミ ュ ニティ 協議会＊2などの地域団体と 連携・

協働し ながら 、 学校での総合学習や部活動を 推進す

るほか、 地域における課題の解決を支援し ます。

○市民のニーズによ り 広く 対応する ため、 大学と の連

携を推進し 、 教職員研修の質を高めます。

地域と 学校・ 社会教育施設の協働 P 1 3 9

○若者を 中心と し た市民に、 新潟市で暮ら すこ と の魅

力を伝え、 誇り と 愛着の醸成を図り ます。

○ウェ ブサイ ト やSN Sなどを 通じ て、 各区の特色ある

取組も 含めた新潟市の魅力の情報を 市の内外に発信

し ます。

新潟暮ら し の魅力発信 P 1 7 1

＊1  自ら 学んだ成果を地域で生かし 、学びを継承し ていく こ と で、新たなつながり を広げ、地域課題の解決や地域の活性化を推し 進める人材の育成（ 活

動の場の支援） を進めるこ と 。

＊2  市民と 市が協働し て、 地域のまちづく り やその他の諸課題に取り 組み市民自治の推進を図るため、 おおむね小学校区を基本単位と し て、 自治会・

町内会を中心に様々な団体等で構成さ れた組織のこ と 。

指標の定義や目標設定の考え方をP2 6 5 ～2 7 8 に記載し ています。
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具体的な 内容 ページ番号 は各分野の政策・ 施策の該当ページを表示し ています。

重点戦略 ❽ 仕事と 生活の調和
（ ワーク・ ライフ・ バランス）の実現

新潟市は、 大学や専門学校など高等教育機関が集積し ており 、 新し い時代を支える優れた人材輩出力を有し

ています。 地方暮ら し への関心が高まる中、 若者の市内定着を図るためには、 仕事と 生活の調和（ ワーク ・ ラ

イ フ ・ バラ ンス） を実現するこ と で、 新潟市の強みである都市と 田園の調和がも たら す暮ら し やすさ を実感し

ても ら う こ と が重要です。

また、 3 0 歳代の女性就業率が政令指定都市で最も 高いなど、 新潟市は女性が活躍し ている都市です。 待機

児童数ゼロを維持するなど充実し た保育環境を 有し ているこ と から 、 1 8 歳未満の子ども がいる夫婦の共働き

率も 政令指定都市ト ッ プです。 一方、 夫婦の理想と する子ども の人数と 実際に持つ予定の子ども の人数には差

があり 、その理由と し て教育にかかる経済的負担の大きさ や仕事と 子育ての両立の困難さ が挙げら れています。

子育て世帯が仕事と 子育てを 両立し、 共働き により 世帯と し て安定し て所得を 得ら れるよう にするこ と は、

少子化対策だけでなく 市全体の労働力確保の面から も 重要です。 そのため、 多様な保育サービスを提供すると

と も に、 女性のみに負担がかかるこ と のないよう 男性の家庭での更なる活躍を促すなど 、 男女共に仕事と 家庭

生活の両方で活躍できるよう 支援し ます。

生産年齢人口が減少する中で新潟市が持続的に発展するためには、 デジタ ル技術の活用などにより 、 それぞ

れの仕事において生産性を向上さ せると と も に、 働き やすい職場環境の整備を促進するこ と で 、 若者・ 女性・

高齢者・ 障がい者・ 外国人など多様な人材が活躍でき る 環境を つく るこ と が欠かせません。 企業と のパート

ナーシッ プのも と 、 働き 方改革を推進し 、 官民協働で仕事と 生活の調和の実現を図り ます。 そし て、 誰も がい

きいきと 働きながら 地域活動や子育てができたり 、 家族や友人と の充実し た時間が持てる 、 心豊かに暮ら せる

新潟市を築きます。

戦略展開の方向

○企業によ る 働き やすい職場づく り や、 社員の生産

性・ 創造性を 高める 取組を 促進する など、 企業の働

き 方改革を推進し ます。

○経済界や労働団体など関係団体と 連携し 、 官民協働

により ワーク ・ ラ イ フ ・ バラ ンスを推進し ます。

働き 方改革など職場環境の整備 P 1 5 5

○男女共に希望に応じ た多様な働き 方を 通じ て仕事と

家庭生活を両立できる環境整備を推進し ます。 また、

男性の家事や育児など家庭生活への参画を 促進し ま

す。

女性の参画拡大と 男女と も 仕事と

家庭生活が両立でき る 環境整備
P 1 1 4

○協同労働＊1 など、 多様な就労の機会の創出に取り 組

みます。

多様な就労の機会の創出 P 1 5 5

○固定的な性別役割分担意識やアン コ ン シャ ス・ バイ

アス（ 無意識の思い込み）＊2の解消に向け、 意識啓発

と 理解促進に取り 組みます。

男女共同参画の理解の促進 P 1 1 4

＊1  働く 人や市民が資金を出し 合い、 仕事をつく り 、 運営にも 参加し て一人一人が主体と なる働き 方のこ と 。

＊2  誰も が潜在的に持っ ている思い込みのこ と 。 育つ環境、 所属する集団の中で無意識のう ちに脳にきざみこ まれ、 既成概念、 固定観念と なっ ていく 。
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政 策 指 標

勤め先が働きやすい職場であると 思う 市民の割合

現状値
中間目標

令和8（ 2 0 2 6 ）年度

最終目標

令和1 2（ 2 0 3 0 ）年度

6 4 .6 ％
（ 令和4 年度）

7 2 .0 ％
（ 令和8 年度）

8 0 .0 ％
（ 令和1 2 年度）

年次有給休暇取得率

現状値
中間目標

令和8（ 2 0 2 6 ）年度

最終目標

令和1 2（ 2 0 3 0 ）年度

5 4 .0 ％
（ 令和3 年度）

6 2 .0 ％
（ 令和8 年度）

7 0 .0 ％
（ 令和1 2 年度）

○就労等によ り 昼間に保護者が家庭にいない児童に対

し 、 適切な遊びや生活の場を 提供する ため、 放課後

児童ク ラ ブの整備や狭あい化の解消、 学校や児童館

等と の連携を強化し ます。

○子ども たち が安心し て過ごせる居場所を 確保するた

め、 既存施設を 活用し 、 地域と の連携を 図り ながら

児童館等を運営し ていきます。

○地域団体等が運営する 子ども 食堂について、 地域の

核と し て子ども を 含めた多世代が交流し 、 安心し て

過ごせる居場所と なるよう 、 必要な支援を行います。

子ども が安心し て過ごせる 居場所

づく り
P 1 3 2

○多様で柔軟な働き 方を 実践でき る 職場づく り に取り

組む中小企業を支援し ます。

人材確保・ 育成に向けた支援 P 1 5 3

○良好な教育・ 保育環境の確保に向け、 施設の適正配

置や人材の確保を 進めると と も に、 多様な保育・ 子

育て支援ニーズに対応し 、 必要な方が適切なサービ

スを受けら れるよう 支援に取り 組みます。

良好な教育・ 保育環境の確保と 質

の向上
P 1 3 1

○仕事と 子育ての両立のため、 企業等への啓発や支援

を 進める ほか、 男性の家事や育児への参画を 促進す

る など、 産業・ 交流や市民活躍など他の分野の施策

と 一体的に推進し ます。  

○子ども は社会の宝であると いう 認識のも と 、 地域や

民間事業者と の協働によ り 、 社会全体が子育てに関

心を 持ち、 応援する 機運の醸成を 図る こ と によ り 、

子育ての社会化（ 子育てに社会全体で取り 組むこ と ）

を推進し ます。

社会全体で子育てを 応援する 機運

の醸成
P 1 3 3

○企業のデジタ ル化を 支援する こ と で、 労働力不足の

解消や事業の高度化を 後押し する ほか、 ポスト コ ロ

ナの社会変化に対応し た新規事業の創出など、 地域

企業の持続的な成長を支援し ます。

デジタ ル化・ 脱炭素化によ る 競争

力強化
P 1 5 3

指標の定義や目標設定の考え方をP2 6 5 ～2 7 8 に記載し ています。
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具体的な 内容 ページ番号 は各分野の政策・ 施策の該当ページを表示し ています。

重点戦略 ❾ 脱炭素・ 循環型社会の実現

令和4 （ 2 0 2 2 ） 年に国内で初めてラ ムサール条約＊1の湿地自治体認証を 受けた新潟市は、 日本海に面し た

長大な海岸線、 信濃川・ 阿賀野川と いう 2 つの大河、 ラ ムサール条約湿地である佐潟をはじ めと し た1 6 の潟な

ど多彩な水辺空間を有し ています。 また、 豊かに広がる田園、 里山など、 四季折々に表情を変える自然環境を

有すると と も に、 越冬数日本一を誇るコ ハク チョ ウなど、 その中で暮ら す多様な生物と 共生し ています。

し かし ながら 、 世界の多く の地域で平均気温が上昇し ており 、 こ のまま温暖化が進んだ場合、 地球規模での

重大な環境問題が生じ 、 生物全体に大き な影響が及ぶ恐れがあり ます。 温暖化による気候変動の影響を可能な

限り 抑えるため、 カ ーボンニュ ート ラ ル＊2に向けた動きが世界に広がる中、 新潟市も こ の豊かな環境を将来世

代に引き継いでいけるよう 、 多様な主体と 共に脱炭素・ 循環型社会の実現に向けた戦略を展開し ていき ます。

そのため、 市民、 団体、 地域の事業者のパート ナーシッ プのも と 、 家庭部門のエネルギー消費量の削減、 民

間事業者の脱炭素経営の促進など 、 徹底し た省エネルギーと ラ イ フ スタ イ ルの転換を推進し ます。 また、 太陽

光や廃棄物発電と いっ た再生可能エネルギー＊3の地産地消に取り 組むこ と で、 地域の脱炭素化を進めると と も

に、 エネルギーに関する地域外への資金流出を減ら し 、 地域内経済循環にも つなげます。

併せて、 食品ロスの削減と いっ た新たな課題の解決に向けた取組など、 3 R（ リ デュ ース・ リ ユース・ リ サ

イ ク ル） を推進すると と も に、 幅広い年齢層を対象と し た環境教育の充実や多様な主体と 連携・ 協働し た環境

美化活動を推進し 、 廃棄物の減量と 適正処理を進めます。

脱炭素・ 循環型社会の実現に向けたまちづく り を進め、 豊かな自然環境を身近に感じ ながら 、 心豊かに暮ら

せる新潟市を築き、 その豊かさ を将来世代に引き継いでいきます。

戦略展開の方向

○気候変動によ る 様々なリ スク に対応するため、 生物

多様性の損失、 農作物などに及ぼす影響や自然災害

被害、 および健康被害などを回避・ 軽減する取組を、

国や県、 事業者などと 連携し ながら 推進し ます。

気候変動適応策の推進 P 1 9 9

○市民、 団体、 地域の事業者のパート ナーシッ プのも

と 、 住宅など家庭部門のエネルギー消費量の削減に

取り 組むと と も に、 民間事業者の脱炭素経営を 促進

するなど、 徹底し た省エネルギーを進めます。

○地域新電力会社＊5などの事業者と 連携し 、 太陽光・

廃棄物発電や熱利用など、 再生可能エネルギーの地

産地消に取り 組み、 地域の脱炭素化を推進し ます。

○市役所も CO 2を 多量に排出する 大規模な事業所の一

つと し て、 率先し た 取組を 進めま す。 公共施設の

ZEB＊6化の促進や、 再生可能エネルギーの導入など、

市役所の事務事業にかかる脱炭素化に取り 組みます。

省エネ・ 再エネの推進 P 1 9 9

○省エネルギーや環境に配慮し た商品・ サービスを 選

択する 消費行動、 公共交通の利用や次世代自動車
＊4

の導入促進など、 市民、 事業者、 学校などへの普及

啓発に取り 組むこ と によ り 、 脱炭素社会の実現に向

けたラ イ フ スタ イ ルへの転換を推進し ます。

ラ イ フ スタ イ ル転換の推進 P 1 9 9

＊1  正式名称は「 特に水鳥の生息地と し て国際的に重要な湿地に関する条約」。 締約国には各湿地の管理計画の作成・ 実施、 各条約湿地のモニタ リ ン

グ、 湿地の保全に関する自然保護区の設定、 湿地の保全管理に関する普及啓発・ 調査などが求めら れる。

＊2  温室効果ガスの排出量と 吸収量を均衡さ せるこ と 。

＊3  太陽光、 風力、 水力、 地熱及びバイ オマス（ 動植物由来の有機物） など、 自然環境の中で繰り 返し 起こ る現象から 取り 出すエネルギーの総称のこ

と 。 枯渇し ない、 どこ にでも 存在する、 CO 2を排出し ない（ 増加さ せない） などの特徴がある。

＊4  窒素酸化物（ N oｘ ） や粒子状物質（ PM)等の大気汚染物質の排出が少ない、 または全く 排出し ない、 燃費性能が優れているなどの環境にやさ し

い自動車（ 電気自動車、 燃料電池自動車、 プラ グイ ンハイ ブリ ッ ト 自動車、 ハイ ブリ ッ ド 自動車、 ク リ ーンディ ーゼル自動車など） のこ と 。 政府

は運輸部門における二酸化炭素排出量削減のため、 2 0 3 0 年までに乗用車の新車販売に占める 次世代自動車の割合を5 ～7 割にするこ と を目指し

ている。

＊5  地方公共団体や地域金融機関が関与し 、 地域内の発電電力を活用し て、 主に地域内に電力を供給する小売電気事業者のこ と 。

＊6  N e t Ze ro  Ene rg y  Bu ild in g （ ネッ ト ・ ゼロ・ エネルギー・ ビル） の略で「 ゼブ」 と 呼ばれる。 快適な室内環境を実現し ながら 、 建物で消費する

年間の一次エネルギーの収支をゼロにするこ と を目指し た建物のこ と 。
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政 策 指 標

市域から 排出さ れる温室効果ガスの削減量
（ 平成2 5 年度比）

現状値
中間目標

令和8（ 2 0 2 6 ）年度

最終目標

令和1 2（ 2 0 3 0 ）年度

△1 8 .8 ％
（ 平成3 0 年度）

現状値より 削減
国の削減目標

（ △4 6 % ） 以上

1 人1 日当たり ごみ総排出量

現状値
中間目標

令和8（ 2 0 2 6 ）年度

最終目標

令和1 2（ 2 0 3 0 ）年度

9 7 8 ｇ
（ 令和3 年度）

9 6 8 ｇ
（ 令和8 年度）

9 4 8 ｇ
（ 令和1 2 年度）

○幅広い年齢層が参加し やすい啓発手法を 検討し なが

ら 、 多様な主体と 連携・ 協働し た環境美化活動を 推

進し ます。

○海岸や潟を含む地域の清掃活動への支援などにより、

海岸ごみ、 海洋プラ スチッ ク ＊5問題の解消や生物多

様性の保全など、 環境保全につなげていきます。

○環境美化意識やマナーの向上を 図り 、 違反ごみ、 不

法投棄対策に取り 組みます。

地域の環境美化の推進 P 2 0 0

○SDG s＊4 の達成に向け、 脱炭素化・ 環境負荷低減に

対する農業現場のニーズに即し ながら 、 様々な課題

に対し デジタ ル技術を活用し ます。

生産性向上と 持続性の両立に向け

たスマート 農業＊3 技術の導入促進
P 1 5 9

○都市再生緊急整備地域＊1 の規制緩和など を 活用し 、

官民一体と なっ て質の高い投資を 呼び込み、 都心エ

リ ア の再開発に合わせた防災機能強化、 脱炭素化、

緑化、 賑わい創出などを進めます。

都心部の戦略的な再開発促進 P 1 8 8

公共施設に設置さ れた太陽光発電設備

○社会課題と し て企業に要請さ れる 脱炭素化を 支援す

る こ と で、 地域企業の持続的な成長と 競争力の強化

を 図ると と も に、 ゼロ カ ーボンシティ ＊2 の実現に向

けた取組を推進し ます。

デジタ ル化・ 脱炭素化によ る

競争力強化
P 1 5 3

○3 Ｒ （ リ デュ ース・ リ ユース・ リ サイ ク ル） の優先

順位に従い、 廃棄物の減量と 適正処理を進めます。

○市民に向けて、 多様な手法によ る 分かり やすい情報

発信を 行う と と も に、 子ども や若年層を 対象と し た

環境教育を充実さ せます。

○環境に配慮し た民間事業者独自の取組を 応援し 、 企

業価値の向上、 認知度アッ プにつなげます。

○食品ロス削減やプラ スチッ ク の資源循環などの新た

な課題の解決に向けて取り 組みます。 　

3 R の推進によ るごみの減量 P 2 0 0

子ども への環境教育

＊1  都市再生特別措置法に基づき 、 都市の再生の拠点と し て、 都市開発事業などにより 緊急かつ重点的に市街地の整備を推進すべき地域と し て、 政令

で指定さ れるも の。

＊2  脱炭素社会に向けて、 2 0 5 0 年までにCO2の排出量を実質ゼロにするこ と を目指す旨を表明し た地方自治体のこ と 。

＊3  ロボッ ト 、 AI、 IoTなど先端技術を活用する農業のこ と 。

＊4  Susta ina b le  Deve lopment Goa ls（ 持続可能な開発目標） の略。 より よい社会の実現を目指す2 0 3 0 年までの世界共通の目標で、2 0 1 5 年の「 国

連持続可能な開発サミ ッ ト 」 において1 9 3 の加盟国の全会一致により 採択さ れた。 将来世代のこ と を考えた持続可能な世界を 実現するための1 7

の目標と 1 6 9 のタ ーゲッ ト から 構成さ れている。

＊5  海洋を 漂う プラ スチッ ク ごみの総称のこ と 。 回収さ れずに河川などを通じ て海に流れ込むこ と により 発生し ている。  長期にわたり 海に残存する

ため、 地球規模での環境汚染が懸念さ れている。

指標の定義や目標設定の考え方をP2 6 5 ～2 7 8 に記載し ています。
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具体的な 内容 ページ番号 は各分野の政策・ 施策の該当ページを表示し ています。

重点戦略 ➓ 安心・ 安全で災害に強いまちづく り

近年の自然災害に関するリ スク の高まり を踏まえ 、 全てのまちづく り の基礎と なる 、 安心・ 安全で災害に強

い都市を築く には、 ソ フ ト 面と ハード 面と の一体的な防災・ 減災対策を展開し ていく こ と が重要です。

ソ フ ト 面では、 地域や市民一人一人の日頃から の備えが大切と なり ます。 新潟市の自治会・ 町内会の加入率

は政令指定都市の中でト ッ プク ラ スにあると と も に、 市内全域に地域コ ミ ュ ニティ 協議会＊1が結成さ れていま

す。 こ う し た基盤のも と で防災・ 防犯をはじ め、 活発な地域活動が展開さ れている強みを活かし 、 災害時に市

民一人一人が適切な行動をと れるよう 、 更なる地域防災力・ 減災力の向上に取り 組むと と も に、 市の危機管理

体制の強化にも 取り 組みます。

ハード 面では、 住宅・ 建築物の耐震化促進や、 道路・ 橋り ょ う 、 上水道・ 下水道など都市を支えるイ ンフ ラ

施設の長寿命化＊2や耐震化により 、 災害時の機能確保などを進めます。 加えて、 港湾や空港、 新幹線や高速道

路網と いっ た広域交通基盤が整備さ れている新潟市の拠点性を国・ 県と の連携のも と さ ら に高め、 有事の際の

救援・ 代替機能につなげていき ます。

将来にわたっ て安心・ 安全に暮ら せる、 災害に強い都市を 築く こ と で、「 都市の活力向上」 と 「 住民福祉の

向上」 の好循環の土台をつく り ます。

戦略展開の方向

○防犯に対する 意識の啓発や、 地域において防犯活動

に取り 組む防犯ボラ ンティ ア団体等への支援を 行う

など、 防犯意識の高いひと づく り に取り 組みます。

○防犯力の高い地域社会を 作っ ていく ため、 住民等が

日常生活の中においても 、 常に防犯の視点を 持っ て

子ども や高齢者の見守り ができ るよ う な仕組みづく

り を推進し ます。

地域の防犯啓発活動の推進 P 1 7 7

○自主防災組織＊3 によ る 防災訓練の実施など、 幅広い

世代が参加する地域の防災活動を支援すると と も に、

地域の防災リ ーダーの育成を推進し ます。

○避難行動や避難生活に配慮が必要な高齢者や障がい

者などが適切な避難を 行える よ う 、 個別避難計画の

策定支援や福祉避難所の充実を図り ます。

○新潟地震など過去の災害から 得ら れた経験と 教訓を

伝承する こ と で、 防災意識の向上を 図る と と も に、

防災教育などを 通し 、 家庭内備蓄や、 ハザード マッ

プによ る自宅の災害リ スク の確認など、 市民の自助

による防災対策を推進し ます。

○地震によ る建物の倒壊等の被害から 市民の生命を 守

る ため、 住宅・ 建築物の耐震化や家具固定等の安全

対策を促進し ます。

○気候変動の影響によ る水災害リ スク の増大に備える

ため、 河川の流域のあら ゆる 関係者と 協働し 、 地域

の特性に応じ たハード ・ ソ フ ト 一体の治水対策を 推

進し ます。

地域防災力・ 減災力の向上 P 1 8 1

○関係機関・ 団体と 連携し 、 各世代における 段階的か

つ体系的な交通安全教育や、 様々な機会を 捉えた啓

発活動を 行います。 特に、 高齢者の交通事故防止に

向け、 体験型の交通安全教育など効果的な手法によ

り 、 交通事故に遭わない、 起こ さ ないと いう 意識の

醸成を図り ます。

○地域の実情に応じ たき め細やかな交通安全指導が実

施できるよう 、 交通安全指導者の養成を図り ます。

交通安全意識の普及 P 1 7 7

＊1  市民と 市が協働し て、 地域のまちづく り やその他の諸課題に取り 組み市民自治の推進を図るため、 おおむね小学校区を基本単位と し て、 自治会・

町内会を中心に様々な団体等で構成さ れた組織のこ と 。

＊2  適切な保全により 公共施設やイ ンフ ラ 資産の健全な状態を可能な限り 長く 維持するこ と 。

＊3  地域住民が「 自分たちのまちは自分たちで守る」 と いう 共助の精神に基づき、 地域の防災活動のために自主的に結成さ れた組織のこ と 。
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○避難スペースの確保に一層努める と と も に、 発災当

初から 円滑に避難所を 開設・ 運営でき る よ う 、 地域

住民、 施設管理者、 行政職員の3 者連携のも と 、 平

時から の避難所ごと の運営組織の立ち 上げを 推進し

ます。

○避難所の備蓄物資について、 ニーズに応じ た物資の

充実を図り ます。

○在宅避難者や帰宅困難者など、 避難所以外の避難者

の支援体制を強化し ます。

避難体制の充実 P 1 8 1

○地震によ る 建物の倒壊等の被害から 市民の生命を 守

る ため、 住宅・ 建築物の耐震化や家具固定等の安全

対策を促進し ます。

○空き 家は放置さ れると 様々な問題が生じ る一方、 地

域にと っ ても 貴重な資源と なり 得るこ と から 、 適正

な維持管理や有効活用に向けた空き 家対策を 推進し

ます。

安心・ 安全で快適な

住まい・ 住環境づく り
P 1 8 9

下水道管渠の改築工事

○橋り ょ う 、 ト ンネル、 横断歩道橋などの道路施設に

ついて、 定期的な点検を 実施し ます。 特に施設数の

多い橋り ょ う については、 計画的な補修に取り 組み、

更新時期の延伸を図り ます。

○交通量や周辺状況などに応じ た橋り ょ う の重要度を

整理し 、 橋り ょ う の集約化・ 撤去の検討に着手し ま

す。

道路施設の長寿命化＊1 の推進 P 1 9 3

○防災気象情報の利活用など災害対応能力を 高めるシ

ステムの充実を 図り 、 災害対策センタ ーの機能強化

に取り 組みます。

○災害時の避難情報の伝達について、 地域の実情や受

け手の状況に合わせた更なる多重化・ 多様化に取り

組みます。

○発災時の早期から の復旧を 進める ため、 民間事業者

などと の災害時応援協定の締結を推進し ます。

危機管理体制の整備 P 1 8 1

○緊急輸送道路上における 橋り ょ う の耐震化や、 落

石・ 崩壊や土石流などの被害が想定さ れる 道路の防

災対策を推進し ます。

○通学路における 児童や未就学児を 交通事故の被害か

ら 守るため、 安心・ 安全な歩行空間の確保を 推進し

ます。

災害・ 事故対策の推進 P 1 9 3

〇冬期間の道路交通を 確保する ため、 除雪作業の効率

化を 図る と と も に、 オペレ ータ ーの担い手確保に取

り 組みます。

持続可能な維持管理体制の構築 P 1 9 3

○浄配水施設、 管路施設の更新に際し ては、 地震災害

が市民生活に及ぼす影響を 最小限にと どめる ための

耐震化を 進める と と も に、 早期復旧が可能と なる 強

靭な施設への推進を図り ます。

災害に強い水道施設の構築 P 1 9 4

○下水道施設の老朽化が進む中、 安心・ 安全で、 持続

可能な下水道サービ スを 提供する ため、 予防保全型

の維持管理を 行う と と も に、 施設の統廃合を 含め計

画的な改築を推進し ます。

下水道施設の機能確保と

計画的な改築
P 1 9 4

○浸水被害の軽減に向け、 気候変動の影響や地域の実

情を 踏まえた整備目標の検討を 行う と と も に、 緊急

度が高い地区を 優先し た浸水対策施設の整備や、 自

助・ 共助対策の促進な ど、 ハード ・ ソ フ ト 一体と

なっ た総合的な浸水対策を推進し ます。

○大規模地震や津波、 洪水が発生し た際、 市民生活に

及ぼす影響を 最小限にと どめる ため、 下水道施設の

耐震化・ 耐水化を推進し ます。

雨に強いまち づく り と

耐震化・ 耐水化の推進
P 1 9 4

＊1  適切な保全により 公共施設やイ ンフ ラ 資産の健全な状態を可能な限り 長く 維持するこ と 。
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政 策 指 標

日頃から 災害に対する備えをし ている市民の割合

現状値
中間目標

令和8（ 2 0 2 6 ）年度

最終目標

令和1 2（ 2 0 3 0 ）年度

4 7 .8 ％
（ 令和4 年度）

6 3 .9 ％
（ 令和8 年度）

8 0 .0 ％
（ 令和1 2 年度）

道路（ 橋を含む）が適切に整備・ 管理さ れていると 思う
市民の割合

現状値
中間目標

令和8（ 2 0 2 6 ）年度

最終目標

令和1 2（ 2 0 3 0 ）年度

5 9 .9 %
（ 令和4 年度）

6 1 .6 %
（ 令和8 年度）

6 3 .3 %
（ 令和1 2 年度）

○新潟港における 耐震性やコ ンテナタ ーミ ナル機能の

向上など、 港湾機能強化に向け整備を 促進する と と

も に、 ク ルーズ船誘致やポート セールスを 行い、 新

潟港の利用を活性化し ます。

○新潟空港の耐災害性を 強化する と と も に、 空港運営

の最適化、 駅や港などと 空港を つなぐ 利便性の高い

アク セスの検討、 航空ネッ ト ワーク の充実・ 強化に

より 活性化を図り ます。

○日本海沿岸東北自動車道のミ ッ シン グリ ン ク ＊1 解消

や磐越自動車道の4 車線化整備、 羽越本線の高速化

促進などによ り 、 平時の交流・ 物流機能に加え、 災

害時・ 緊急時における 安全・ 迅速な輸送などを 支え

る拠点間ネッ ト ワーク 機能の強化を図り ます。

拠点機能の充実・ 強化 P 1 8 8

○日常的な移動はも と より 、 業務活動・ 物流・ 観光な

どの社会経済活動や、 災害時における 安全・ 迅速な

輸送などを 支える ため、 放射・ 環状型の道路ネッ ト

ワーク の整備を推進し ます。

放射・ 環状型の道路ネッ ト ワーク

の強化
P 1 9 3

整備を進めている新潟中央環状道路＊2

＊1  幹線道路などの未整備区間で、 途中で途切れている区間のこ と 。

＊2  北区を起点に、 江南区、 南区、 西区を経由し 、 西蒲区に至る、 延長約4 5 キロメ ート ルの幹線道路のこ と 。

指標の定義や目標設定の考え方をP2 6 5 ～2 7 8 に記載し ています。
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3 地方版総合戦略と の関係

5 重点戦略基本計画

重点戦略と 地方版総合戦略の関係

まち・ ひと ・ し ごと 創生法（ 平成2 6 年法律第1 3 6 号） 第1 0 条において、 市町村は、 国及び都道府県の総

合戦略を 勘案し て、 当該市町村の区域の実情に応じ たまち ・ ひと ・ し ごと 創生に関する 施策についての基本

的な計画（ 以下「 地方版総合戦略」 と いう 。） を 定めるよう 努めなければなら ないと さ れています。

重点戦略は、人口減少・ 少子高齢化への対応を 最重要課題と し て捉え、令和2（ 2 0 2 0 ） 年度に策定し た「 第

2 期新潟市まち・ ひと ・ し ごと 創生総合戦略」 を 土台と し ている こ と から 、 重点戦略を 新潟市における 地方

版総合戦略と し て位置付けます。＊1

重点戦略における数値目標と 重要業績評価指標（ KPI）

地方版総合戦略においては数値目標及び重要業績評価指標（ K P I
＊2

） を 設定し 、PDCAサイ ク ル
＊3

に基づく

効果検証を 実践する こ と と さ れています。

重点戦略では、 総合計画の総合指標を 地方版総合戦略における 数値目標と し、 1 0 の戦略の各政策指標を 重

要業績評価指標（ K P I） と し ます。

＊1  「 第２ 期新潟市まち・ ひと ・ し ごと 創生総合戦略」 は、 新潟市総合計画2 0 3 0 に統合。

＊2  K ey  Pe rforma nce Ind ica torの略。 達成すべき 目標に対し 、 どれだけの進捗がみら れたかを中間的に評価するための定量的な指標。

＊3  計画（ P la n） を基に、 実施状況や結果等（ Do） を踏まえて、 計画の妥当性を自ら 点検・ 評価（ Check ） を行い、 計画の改善等の措置（ Action）

を検討・ 具体化する一連の過程を指す取組・ 概念のこ と 。

地方版総合戦略における成果指標

数値目標

重要業績評価指標（ K P I）

①　 総合指標

②　 政策指標

新潟市総合計画における成果指標

総合指標に寄与

○都市像の実現に向けた総合計画全
　 体の進捗を測るための指標

○都市像の実現や、 総合指標の目標
　 達成を図るう えで、 各分野において
　 特に重視する指標

①総合指標と 同様の目標設定

政策指標

②政策指標の中から 設定

重点戦略の成果指標

（ ４ 指標） （ ４ 指標）

（ 8 3 指標）
（ 2 3 指標）（ 2 3 指標）
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重点戦略を中心と し た施策の総動員により 人口減少を和ら げる

人口減少時代において新潟市が持続的に発展し ていく ためには、「 人口減少を 和ら げるこ と 」 と 「 人口減少

社会に適応するこ と 」 が重要です。

そのう ち 人口減少を 和ら げる こ と について 、 人口減少の要因は複雑に絡み合っ ており 、 特定の施策によ っ

て状況が大き く 改善する も のではあり ません。 そのため、 人口減少を 和ら げる ためには、 市民や民間事業者

など多様な主体と の連携・ 協働のも と 、 あら ゆる 施策を 総動員し 、 点ではなく 面と し て対応し ていく 必要が

あり ます。

新潟市では、 重点戦略を 中心に各分野の政策・ 施策を 一体的に推進する こ と で 、 都市機能の充実や魅力的

な雇用環境の創出を 図り 、 そこ から 生み出さ れる 財源を も と に子ども ・ 子育て支援を 充実さ せるなど 、 都市

の活力向上と 住民福祉の向上の好循環を 創出し ます。 そし て、 総合指標に掲げる 社会動態の転出超過の解消

や、 合計特殊出生率
＊1

の向上につなげ、 人口減少を 和ら げます。

人口減少を和ら げるイ メ ージ図

地域経済の発展

人口密度の維持

結婚の機会の増加 健康寿命の延伸

地域への誇り と
愛着の醸成

ワーク ･ラ イ フ ･
バラ ンスの実現

地域内での
就職の増加

地域外から の
U IJタ ーン ＊5

DX ＊2、 GX ＊3などの
イ ノ ベーショ ン ＊4

環境の醸成

地域で活躍する
スタ ート アッ プ＊6

人材の増加
公共交通の

維持

将来世代への
投資の増加

財政の健全化

税収の増加

魅力的な
雇用環境の創出

未利用資産の減少
イ ンフ ラ の維持・ 整備

結婚支援
子ども ・ 子育て

支援の充実

人口減少を 和ら げる

「 にいがた２ k m」 ＊7を
中心と し た

都市機能の充実

地域内消費の増加

地域コ ミ ュ ニティ

交流機会の増加

所得の向上

医療や介護にかかる
負担増加の抑制

社会動態の
転出超過の

解消

合計特殊
   出生率

の向上

の活性化

＊1  ある期間（ １ 年間） の出生状況に着目し たも ので、 その年における各年齢（ 1 5 ～4 9 歳） の女性の出生率を合計し たも の。 一人の女性が一生の間
に生む子ども の数に相当する。

＊2  Dig ita l Tra nsfo rma tionの略。 データ と デジタ ル技術を活用し て、 顧客や社会のニーズを基に、 製品やサービス、 ビジネスモデルの変革や、 業
務そのも のや、 組織、 プロセス、 企業文化・ 風土を変革するこ と 。

＊3  Green  Tra nsfo rma tionの略。 カ ーボンニュ ート ラ ルなど、 持続可能な社会の実現を目指し 、 環境問題を先進技術の力で解決するこ と を通じ て
産業構造や社会システム全体を変革するこ と 。

＊4  モノ 、 仕組みなどに対し て、 全く 新し い技術や考え方を取り 入れて、 新たな価値を生み出し 、 社会的に大き な変化を起こ すこ と 。
＊5  U タ ーン： 地方から どこ か別の地域へ移住し たあと 、 その後また元の地方へ戻るこ と 。 

Iタ ーン： 生まれ育っ た地域(主に大都市)から どこ か別の地方へ移り 住むこ と 。 
Jタ ーン：  地方から どこ か別の地域（ 主に大都市） に移り 住み、 その後生まれ育っ た地方近く の（ 大都市より も 規模の小さ い） 中規模な都市へ戻

り 住むこ と 。
＊6  新し いビジネスモデルを考えて、 新たな市場を開拓し 、 社会に新し い価値を提供し 、 貢献するこ と により 、 事業の評価を短期間で飛躍的に高める

企業のこ と 。
＊7  新潟駅周辺・ 万代・ 万代島・ 古町をつなぐ 約2 ｋ ｍの都心軸周辺エリ アの呼称のこ と 。
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